介護老人保健施設こまくさ

通所リハビリテーション・介護予防通所リハビリテーション契約書及び重要事項説明書
契約書

利用者　　　　　　　　　（以下「甲」という）と「介護老人保健施設こまくさ」（以下「乙」という）は、通所リハビリテーションサービス・介護予防通所リハビリテーション利用に関して次のとおり契約を結びます。

（目的）

第1条 乙は、介護保険法等の関係法令及び、この契約書に従い、甲がその有する能力に応じて可能な限り自立した日常生活を営むことができるようサービスを提供し、甲の心身の機能の維持回復を図るとともに、介護者の介護負担の軽減をいたします。

（契約期間）

第2条 １．この契約書の契約期間は、西暦　　　　年　　月　　日からとします。

2、甲から更新拒絶の意思表示がない場合この契約は同一内容で自動更新されるものとします。

（運営規定の概要）

第3条 乙の運営規定の概要（事業の目的、職員の体制、サービスの内容等）、従業者の勤務体制等は重要事項説明書に記載したとおりです。

（通所リハビリテーション計画の作成・変更）

第4条 １．乙は甲の心身の状況、その置かれている環境及び希望を踏まえて通所リハビリテーション計画を作成します。

2、通所リハビリテーション計画は、居宅サービス計画の内容に沿って作成します。

3、通所リハビリテーション計画には、本施設で提供するサービスの目標、その達成時期、サービスの内容、サービスを提供するうえで留意すべき事項等を記載します。

4、乙は、次のいずれかに該当する場合には、第1条に規定する施設サービスの目的に従い、通所リハビリテーション計画の変更を行います。

・甲の心身の状況等の変化により、サービス計画を変更する必要がある場合。

· 甲がサービス計画の変更を希望する場合。

5、乙は、前項に定めるサービス計画の変更を行う際には、甲及びその後見人、家族又は身元引受人に対し説明し、その同意を得るものとします。

（通所リハビリテーションサービスの内容及びその提供）

第5条 １．乙は、医師の指示及び通所リハビリテーション計画に基づき、甲に対しサービスを提供します。各種施設サービスの内容は、別紙重要事項説明書に記載したとおりです。

2、乙は、甲に対し前条により甲のための通所リハビリテーション計画が作成されるまでの間は、甲がその有する能力に応じて可能な限り自立した生活を営むことができるよう配慮し、適切な介護サービスを提供します。

3、乙は、甲の通所リハビリテーションサービスの提供に関する記録を整備し、その完結の日から2年間保存しなければなりません。

（居宅介護支援事業者等との連携）

第6条 乙は甲に対して通所リハビリテーションを提供するにあたり、甲が依頼する居宅介護支援事業者または、その他保健・医療・福祉サービスを提供する者との密接な連携に努めます。

（協力義務）

第7条 甲は、乙が甲のため通所リハビリテーションを提供するにあたり、可能な限り乙に協力しなければなりません。

（苦情対応）

第8条 乙は、苦情対応の責任者及びその連絡先を明らかにし、乙が提供した通所リハビリテーションサービスについて甲、甲の後見人、甲の家族又は甲の身元引受人から苦情の申し立てがある場合は、迅速かつ誠実に必要な対応を行います。

（医療体制）

第9条 乙は、現に通所リハビリテーションサービスの提供を行っているときに甲に容態の急変が生じた場合その他必要な場合は、速やかに主治医に連絡取るなど必要な対応を講じます。

（費用）

第10条 １．乙が提供する通所リハビリテーションサービスの要介護状態区分毎の利用料及びその他の費用は、重要事項説明書に記載したとおりです。

2、甲は、サービスの対価として、前項の費用の額をもとに月ごとに算定された利用者負担金を乙に支払います。

（個人情報の保護）

第11条 １．乙及びその従業員は、正当な理由がない限り、その業務上知り得た甲及びその後見人、家族又は身元引受人の秘密を漏らしません。

2、乙は、居宅介護支援事業所等必要な機関に対し、甲及びその後見人、家族又は身元引受人に関する情報を提供する必要がある場合には、使用目的を説明し、文章により同意を得ます。

3、情報の開示及び個人情報の保護に関する詳細は、重要事項説明書に記載し説明いたします。

4、乙の従業員は、退職後も秘密を漏らしません。

（甲の解除権）

第12条 甲は、3日以上の予告期間をもって、いつでもこの契約を解除することができます。

（乙の解除権）

第13条 乙は、甲が次の各号に該当する場合は、30日間以上の予告期間をもって、この契約を解除することができます。

1、 甲が正当な理由なく利用料その他事故の支払うべき費用を３ヶ月以上滞納したとき。

2、 甲の行動が、他の利用者の生命又は健康に重大な影響を及ぼすおそれがあり、乙において十分な介護を尽くしてもこれを防止できないとき。

3、 甲が重大な自傷行為を繰り返すなど、自殺をする危険性が極めて高く、乙において十分な介護を尽くしてもこれを防止できないとき。

4、 甲が故意に法令違反その他重大な秩序破壊行為をなし、改善の見込みがないとき。

5、 甲が反社会的勢力であると認められたとき。

（契約の終了）

第14条 次に揚げる事由が発生した場合は、この契約は終了するものとします。

1、 甲が要介護状態において非該当となったとき。

2、 第2条1項及び2項により、契約満了日の7日前までに甲から更新拒絶の申し出があり、かつ契約期間が満了したとき。

3、 甲が第12条により契約を解除したとき。

4、 乙が第13条により契約を解除したとき。

5、 甲において介護保険サービス提供の必要性がなくなったとき。

6、 甲が死亡したとき。

　　
（身体拘束その他の行動制限、虐待防止の指針）

第15条 １．乙は甲又は他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、甲に対し隔離、身体的拘束、薬剤投与その他の方法により甲の行動を制限しません。

2、乙が甲に対し隔離、身体的拘束、薬剤投与その他の方法により甲の行動を制限する場合は、甲に対し事前に、行動制限の根拠、内容、見込まれる期間について十分説明します。

3、乙が甲に対し隔離、身体的拘束、薬剤投与その他の方法により甲の行動を制限した場合には、前条第3項の施設サービスの提供に関する書類に次の事項を記載します。

· 甲に対する行動制限を決定した者の氏名、行動制限の根拠、内容、見込まれる期間及び実施された機関

· 前項に基づく甲に対する説明の時期及び内容、その際のやりとりの概要

· 前項に基づく甲の後見人又は甲の家族に対する説明の時期及び内容、その際の概要
　　　4、組織として虐待防止のための必要な措置を講じます。
（事故発生時の対応及び損害賠償）

第16条 １．乙は、サービスの提供に当たって、事故が発生した場合には、速やかに甲の後見人及び家族又は身元引受人に連絡するとともに、必要な措置を講じます。

2、前項において、事故により甲に損害が発生した場合は、乙は速やかに甲の損害を賠償します。ただし、乙に故意・過失がない場合はこの限りではありません。

3、前項の場合において、当該事故発生につき甲の重過失がある場合は、損害賠償の額を減額することができます。

（利用者代理人）

第17条 １．甲は代理人を選任してこの契約を締結させることができ、又、契約に定める権利の行使と義務の履行を代理して行わせることができます。

2、甲の代理人選定に際して必要がある場合は、乙は成年後見制度や地域福祉権利擁護事業の内容を説明するものとします。

（連帯保証人）

第18条
1. 連帯保証人は、利用者と連携して、本契約から生じる利用者の債務を負担するものとする。

2. 前項の連帯保証人の負担は、極度額50万円を限度とする。

3. 連帯保証人が負担する債務の元本は、利用者又は連帯保証人が死亡したときに、確定するものとする。

4. 連帯保証人の請求があったときは、事業者は、連帯保証人に対し遅滞なく、利用料等の支払い状況や滞納金の額、損害賠償の額など、利用者全ての債務の額等に関する情報を提供しなければならない。

（合意管轄）
第19条 この契約に起因する紛争に関して訴訟の必要が生じたときは、管轄する裁判所とすることで

　　　　合意します。
（協議事項）

第20条 この契約に定めのない事項については、関係法令に従い、甲乙協議により定めます。

重要事項説明
１　通所リハビリテーション事業者（法人）の概要
	名称・法人種別
	長野県厚生農業協同組合連合会

	代表者名
	代表理事理事長　洞　和彦

	所在地・連絡先
	（住所）長野県長野市北石堂町１１７７－３
 

 （電話）０２６－２３８－２３０８


 ２　事業所の概要
　(1)　事業所名称及び事業所番号
	事業所名
	老人保健施設こまくさ

	所在地・連絡先
	（住所）小諸市南町2-2-27 

（電話）０２６７－２５－１７７０
（FAX）０２６７－２６－３０３５

	事業所番号
	２０５０８８００１８

	施　設　長
	中田　弘子

	利　用　定　員
	６～７時間型60名　１～２時間型10名


 　
(2)　事業所の職員体制
	従業者の職種
	常勤換算後の人数（人）
	職務の内容

	
	
	

	管理者
	 1名以上
	 通所リハビリテーションの管理・指導

	医　　師
	 1名以上
	 利用者の医学的管理

	介護職員
	 6名以上
	利用者の介護業務全般

	
	理学療法士 
	2名以上
	機能訓練全般

	
	作業療法士 
	
	

	
	看護師
	 １名以上
	利用者の看護・介護業務全般

	管理栄養士
	 １名以上
	献立・栄養管理・調理業務

	支援相談員
	1名以上
	相談援助業務

	運転手
	 ３名以上
	 送迎業務


 
(3)　職員の勤務体制
	正規の勤務時間帯（８：００～１６：３０）


　
(4)　事業の実施地域
	事業の実施地域
	小諸市


　　　※上記地域以外でもご希望の方はご相談ください。
 
(5)　営業日
	営業日
	営業時間

	月～土
	８：００～１６：３０


 

	営業しない日
	日曜日・祝祭日及び・１２月３１日～１月３日


 
３　サービスの内容及び費用
（１）介護保険給付対象サービス
ア　サービス内容
	種　　　類
	内　　　　　容

	食　　　　事
	（食事時間）１２：００～１３：００
栄養士の立てる献立表により、栄養と利用者の身体状況に配慮した食事を提供します。

	入　　　　浴
	入浴又は清拭を行います。　寝たきり等で座位のとれない方は、機械を用いての入浴も可能です。

	排　　　　泄
	　利用者の状況に応じて適切な排泄介助を行うと共に、排泄の自立についても適切な援助を行います。

	機能訓練
	理学療法、作業療法、個別のリハビリ訓練により利用者の状況に適した機能訓練を行い、身体機能の維持回復に努めます。

	レクリエーション
	各種レクリエーションを実施します。

	健康チェック
	血圧測定等利用者の全身状態の把握を行います。

	相談及び援助
	利用者とその家族からのご相談に応じます。

	送　　　　迎
	ご自宅から施設までの送迎を行います。


 
イ　費用
　原則として料金表の利用料金の１割～３割が利用者の負担額となります。 
【料金表】通所リハビリテーション（Ⅱ）
介護予防通所リハビリテーション　（1単位１０円）
○所要時間６時間以上７時間未満の場合（所要時間１時間以上２時間未満の場合も同様）
	要支援１

２，２６８単位／月
	要支援２

４，２２８単位／月


○加算
	種　　　類
	利　用　料
	種　　　類
	利　用　料

	口腔・栄養スクリーニング加算(Ⅰ)
	20単位／回
	12か月利用減算
	要支援1 ▲20単位/月

	口腔・栄養スクリーニング加算(Ⅱ)
	5単位/回
	12か月利用減算
	要支援2 ▲40単位/月

	栄養アセスメント加算
	50単位／月
	科学的介護推進体制加算
	40単位／月

	ｻｰﾋﾞｽ提供体制強化加算Ⅰ
	支援1： 88単位/月
	介護職員処遇改善加算（Ⅰ）
	所定単位数の８．６％

	ｻｰﾋﾞｽ提供体制強化加算Ⅰ
	支援2：176単位/月
	生活行為向上加算
	1250単位/月


通所リハビリテーション

○所要時間６時間以上７時間未満の場合（大規模通所リハビリテーション費）
	要介護１

714単位／日
	要介護２

847単位／日
	要介護３

983単位／日

	要介護４

1140単位／日
	要介護５

1300単位／日
	


○所要時間１時間以上２時間未満の場合（大規模通所リハビリテーション費）
	要介護１

357単位／日
	要介護２

388単位／日
	要介護３

415単位／日

	要介護４

445単位／日
	要介護５

475単位／日
	


○加算（１日につき）

	種　　　類
	利　用　料
	種　　　類
	利　用　料

	ﾘﾊﾋﾞﾘﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ加算イ（６月以内）
	５６０単位/月
	入浴介助加算(Ⅰ)／(Ⅱ)
	４０／６０単位

	ﾘﾊﾋﾞﾘﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ加算イ（６月越え）
	２４０単位/月
	重度療養管理加算
	１００単位/日

	ﾘﾊﾋﾞﾘﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ加算ロ（６月以内）
	５９３単位/月
	短期集中リハ加算Ⅰ
	１１０単位

	ﾘﾊﾋﾞﾘﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ加算ロ（６月越え）
	２７３単位/月
	中重度ケア体制ケア体制加算
	２０単位

	ﾘﾊﾋﾞﾘﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ加算ハ（６月以内）
	７９３単位/月
	栄養アセスメント加算
	５０単位

	ﾘﾊﾋﾞﾘﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ加算ハ（６月越え）
	４７３単位/月
	リハビリ提供体制加算6～7ｈ
	２４単位

	生活行為向上加算
	１２５０単位/月
	送迎を行わない場合
	△４７単位（片道）

	退院時共同指導加算
	６００単位/回
	科学的介護推進体制加算
	４０単位

	処遇改善加算Ⅰ
	所定単位数の8.6％
	
	

	ｻｰﾋﾞｽ提供体制強化加算（Ⅰ）
	２２単位
	口腔・栄養スクリーニング加算（Ⅰ）／（Ⅱ）
	２０／５単位


・　料金算定の基本となる時間は、実際にサービス提供に要した時間ではなく、利用者の居宅サービス計画に定められたサービスにかかる標準的な時間を基準とします。
・　介護保険での給付の範囲を超えたサービス利用の利用料金は、事業者が別に設定し、全額が利用者の自己負担となりますのでご相談ください。
（２）　介護保険給付対象外サービス
○　食費
　食事サービスを受ける方は、材料費と栄養管理調理費が実費となります。（750円）
 　○　おむつ代
　おむつを使用される方は、おむつ代の実費が必要となります。（なるべくご自宅からお持ち下さい）
 　○　その他の費用
　　通所リハビリテーションサービスの中で提供される便宜のうち、日常生活においても通常必要となるものに係わる費用であって、お客様に負担させることが適当と認められる費用は、お客様の負担となります。
（３）　利用料等のお支払方法
　　　毎月１０日までに前月分の請求をいたしますので、２０日までにお支払いください。

　　　口座振替の場合は毎月22日の引落しです。（22日が休日の場合翌営業日）
５　事業所の特色等
　(1)　事業の目的
 　　通所リハビリテーションは、利用者の指定する居宅介護支援事業所の、担当する介護支援専門員により作成された居宅サービス計画に基づき、利用者に関わるあらゆる職種の職員の協議によって作成される通所リハビリテーション計画に基づいて、利用者の病状及び心身の状況に照らして行う理学療法・作業療法及び医学的管理の下における看護・介護・機能訓練並びに日常生活のお世話をします。

　
(2)　運営方針
 　　通所リハビリテーションは要介護状態等となった場合においても、利用者が可能な限りその居宅において、有する能力に応じ、自立した日常生活を営む事ができるよう、通所リハビリテーション計画に基づき、理学療法・作業療法・言語療法、生活上のお世話を行うことにより、利用者の心身機能の維持、回復及び、家族等の身体的・精神的負担の軽減を図ります。
 

 　(3)　その他
	事項
	内容

	通所リハビリテーション計画の作成及び事後評価
	利用者様の直面している課題等を評価し希望を踏まえて、通所リハビリテーション計画を作成します。

	従業員研修
	年３回以上の研修を行っています。


６　サービス内容に関する苦情等相談窓口
	当事業所利用者様相談窓口
	窓口責任者　土屋　美佐子・宇都宮　功
ご利用時間　８：３０～１７：００

ご利用方法　電話（０２６７－２５－１７７０）
　　　　　　面接（当事業所１階相談室）
　　　　　　苦情箱（１階に設置）


·  その他苦情相談窓口

小諸市役所高齢福祉課　　　　　　０２６７－２２－１７００

長野県国保連合会　　　　　　　　０２６－２３８－１５８０

小諸市地域包括支援センター　　　０２６７‐２６‐２２５０

７　事故発生時および緊急時等における対応方法
	サービスの提供にあたって、事故が発生した場合には、速やかに利用者の後見人及び家に連絡を行うとともに、必要な措置を講じます。
サービス提供中に病状の急変などがあった場合は、速やかに利用者の主治医、救急隊、緊　　　　急時連絡先（ご家族等）、居宅サービス計画を作成した居宅介護支援事業者等へ連絡をします。

	

	
	


 ８　非常災害時の対策
	非常時の対応
	別途定める消防計画にのっとり対応を行います。

	避難訓練及び防災設備
	　別途定める消防計画にのっとり年２回避難訓練を行います。

	
	設備名称
	個数等
	設備名称
	個数等

	
	スプリンクラー
	あり
	防火扉・シャッター
	２個所

	
	避難階段
	１個所
	屋内消火栓
	あり

	
	自動火災報知機
	あり
	ガス漏れ探知機
	あり

	
	　カーテンは防炎性能のあるものを使用しています。


 

９　サービス利用に当たっての留意事項
　○　施設内の設備や器具は本来の用法に従ってご利用ください。これに反したご利用により破損等が生じた場合、弁償していただく場合があります。
○　決められた場所以外での喫煙はご遠慮ください。
○　他の利用者の迷惑になる行為はご遠慮ください。
○　所持金品は、自己の責任で管理してください。
○　施設内での他の利用者に対する執拗な宗教活動及び政治活動はご遠慮ください。
　
　　介護・診療情報の提供および個人情報の保護に関するお知らせ

当施設は、利用者の皆様への説明と納得に基づくサービス提供（インフォームド・コンセント）および個人情報の保護に積極的に取り組んでおります。

介護・診療情報の提供

· ご自身の症状やケアについて質問や不安がおありになる場合は、遠慮なく直接、医師・看護・介護職員・又は支援相談員に質問し、説明を受けてください。この場合には、特別な手続きは必要ありません。

看護・診療情報の開示

· ご自身の介護診療情報の閲覧や謄写をご希望の場合は、遠慮なく医師又は「個人情報保護相談窓口」に開示をお申し出下さい。

個人情報の内容修正・利用停止

· 個人情報とは、氏名、住所等の特定の個人を識別できる情報を言います。

· 当施設が保有する個人情報（介護・診療情報等）が事実と異なるとお考えになる場合は、内容の修正・利用停止を求める事ができます。職員にお申し出下さい。調査の上対応いたします。

個人情報の利用目的

· 個人情報は以下の場合を除き、本来の利用目的の範囲を超えて利用しません。

· サービス提供のために利用する他、施設運営、教育・研修、行政命令の遵守、他の医療・介護・福祉施設との連携等のために、個人情報を利用する事があります。また、外部機関による施設評価、学会や出版物等で個人名が特定されないかたちで報告する事があります。

· 当施設は、看護介護職員等の研修施設に指定されており、研修・養成の目的で、学生等が診療・看護・介護などに同席する場合があります。

· 無断外出等により行方不明となった場合の捜索協力機関への写真・氏名・特徴等の情報提供。

ご希望の確認と変更

· 入所予定の変更、介護給付・保険証等の確認等、緊急性を認めた内容について、利用者さん本人に連絡する場合があります。ただし、事前に受付までお申し出があった場合は連絡いたしません。

· 居室における氏名の掲示を望まない場合はお申し出下さい。ただし、事故防止・安全確保のためには、氏名の掲示が望ましいです。

· 電話あるいは面会者からの、部屋等の問い合わせへの回答を望まない場合には、お申し出ください。

· 一度出されたご希望をいつでも変更する事が可能です。お気軽にお申し出下さい。

相談窓口

· ご質問やご相談は、各部署責任者または以下の個人情報保護相談窓口をご利用ください。

個人情報保護相談窓口    宇都宮　功　
· 事業計画や財務内容に関する資料を閲覧希望する方は、事務室まで申込み下さい。

令和5年1月１日   介護老人保健施設 こまくさ   管理者   中田　弘子
同意書
【個人情報の活用について】
　利用者・家族等に関する情報をサービス担当者会議等において、関係者
及び関係機関に提供することに同意します。
　　　　年　　　月　　　日
住所
利用者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　
住所
家族等氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　
※利用者との続柄（　　　　　　　　　）
事 業 者
所 在 地　長野県小諸市南町2-2-27
事業者名　介護老人保健施設こまくさ
管 理 者　中田　弘子
【通所リハビリテーション利用時の注意事項】
説明相談員　　　　　　　　　　　　　　
当事業所では利用者が快適な利用ができるよう、安全な環境作りに努めておりますが、利用者の身体状況や病気による様々な症状が原因により、下記の危険性が伴うことを十分にご理解下さい。
（ご確認いただきましたら□にチェックをお願いいたします。）

《送迎、利用時間内での留意事項》

· 送迎時刻は、当日の道路状況や諸処の事情により時間が前後する事があります。

· 降雪、台風等の天災等の場合、二次災害防止のため、送迎、利用を中止する場合があります。
· 送迎は居宅と通所リハビリテーション間の送迎になります。病院を含め居宅以外の送迎はお断りしています。
· 送迎車の運転については定期的に交通安全の勉強会を実施し、充分に注意をして安全運転に努めていますが、後方からの追突事故など防げない事故もあります。そのため利用者にはシートベルトの着用を義務付けております。
· 運転手は医療従事者とは限りませんので、体調の悪い方は送迎車に乗車しないで下さい。他の利用者の送迎もあり、お一人の具合が悪くなりますと他の利用者の送迎に支障をきたします。
· 他の利用者の体調によっては、急遽、施設に行かず医療機関へ向かうことがあります。※状況により、救急車を手配することがあります。
· 車いすを利用する方が荷物を運ぶ際には、置く位置によっては荷物の重量や大きさで車いすの安定性が損なわれ転倒する恐れがございます。荷物がある場合は、職員に直接お渡しください。
· 一人暮らしの利用者宅に訪問した際に倒れていた場合等、施設で定めた緊急時対応を取らせていただきます。
· 送迎車両への移動や訪問指導の際に、ペットが噛みついたり飛び掛かったりして、事故が発生することがあります。ご自宅でペットを飼われている場合、送迎時や訪問指導時には、ペットに首輪やリードを着用させたり、部屋に閉じ込めたりするなど、サービス提供に支障が生じないようご協力をお願いします。
《高齢者の特徴に関して》

· 歩行時の転倒、座席や車椅子、ベッドからの転落による骨折、外傷、頭蓋内損傷の恐れがあります。

· 当事業所は、リハビリ提供事業所であること、原則的に拘束を行わない事から、転倒、転落による事故の可能性があります。

· 高齢者の骨はもろく、通常の対応でも容易に骨折する恐れがあります。
· 高齢者の皮膚は薄く、少しの摩擦で表皮剥離ができやすい状態にあります。

· 加齢や認知症の症状により、水分や食物を飲み込む力が低下します。誤嚥、誤飲、窒息の危険性が高い状態にあります。

· 高齢者であることにより、脳や心臓の疾患により、時に生命にかかわる重大なことが起こる場合もあります。
《緊急時の対応について》
□　利用者の病状の急変が生じた場合、（発熱３７．５°以上・意識の低下・転倒による裂傷等）直ちに利用を中止し、当施設医師、または看護師の判断により主介護者に連絡し、受診して頂く事があります。受診時の送迎については、ご家族、介護タクシー等の利用をお願いすることがあります。

□　利用者の病状の急変が生じた場合は、予め届けられた緊急連絡先に速やかに連絡を入れる他、状態が緊急を要する場合、または生命に関わると事業者が判断した場合、救急車を要請して必要な病院に搬送する場合があります。
· 大地震が起こった際、居宅に帰宅することはせず、施設で待機する場合もございます。もし居宅に帰る場合は、ご家族にお迎えをお願いいたします。
《利用中の注意点》

· 食べ物、飲み物の持ち込みは窒息防止、糖尿病等の管理等もありますので、原則禁止です。

· 通所リハビリテーションでは在宅から来所されますので、感染予防に努めますが、万が一、感染症が蔓延した場合は利用を中止して頂く場合があります。

· リハビリテーションは個別対応だけでなく、小集団での活動等でのリハビリを実施する場合もあります。
· 利用者、職員等に対するハラスメント行為（暴言、暴力、迷惑行為等のパワーハラスメントやセクシュアルハラスメント等）があった場合は介護支援専門員等へ連絡の後、契約を解除させて頂きます。

· 金銭、貴重品の持ち込みは原則として禁止致します。盗難、紛失、破損等あった場合、責任は負いかねます。

· 利用者の営利行為、宗教の勧誘、特定の政治活動等は禁止しております。
· サービス利用中に介護職員を含む利用者本人以外の写真や動画の撮影・録音などインターネット、SNSに掲載することを禁止しております。
私は、上記項目について、利用者の貴事業所利用時の注意事項の説明を受け十分に理解しました。

令和　　年　　月　　日　　
                           ご家族　　　　　　　　　　　　　　　（続柄　　　　）　　

・当事業者は、サービス内容説明書及び重要事項説明書に基づいて、通所リハビリテーションのサービス内容及び重要事項の説明をしました。
西暦　　　　年　　月　　日

事業者乙　　　　　　　　　住　所　　　長野県小諸市南町2-2-27

　　　　　　　　　　　　　　　　　施設名　　　老人保健施設こまくさ

　　　　　　　　　　　　　　　　　事業所番号（2050880018）

　　　　　　　　　　　　　　　　　管理者　　　　中田　弘子　　　印

説明者　　　　　　　　　　職名

氏名　　　　　　　　　　

・この契約の成立を証するため本証2通を作成し、甲乙各署名押印して1通ずつを保有します。

また、第11条により利用者・家族等に関する情報をサービス担当者会議等に提供することに同意します。
西暦　　　　年　　月　　日

利用者甲　　　　　　　　　住所

　　　　　 　　　　　　　 氏名　　　　　　　　　　　　　印

身元引受人が代筆した場合その理由（□身体上の理由により署名が困難　□その他　　　　　　　　）
身元引受人（家族・後見人）住所

　　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　　　　印

連帯保証人　　　　　　　　住所

　　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　　　　印

平成18年4月1日　一部改正しました。（介護予防追加）

平成19年4月1日　一部改正しました。（個人情報保護相談窓口変更）

平成20年2月１日　一部改正しました。（利用料金表記方法変更）

平成22年4月1日　一部改正しました。（個人情報保護相談窓口変更）

平成23年12月1日一部改正しました。（個人情報保護相談窓口変更）

平成24年4月1日　一部改正しました。（介護報酬改定）

平成25年4月1日　一部改正しました。（短時間型通所１～２時間未満追加）

平成25年7月1日　一部改正しました。（代表者名変更）

平成26年4月1日　一部改正しました。（介護報酬改定）

平成27年４月１日　一部改正しました。（介護報酬改定）

平成30年4月1日　一部改正しました。（介護報酬の改定）

平成31年4月1日　一部改正しました。（管理者・苦情相談窓口の変更）

令和元年10月1日　一部改正しました。（介護報酬改定）

令和2年4月1日　一部改正しました。（第17条「連帯保証人」追加）

令和3年4月1日　一部改正しました。（介護報酬改定）
令和3年8月1日　一部改正しました。（管理者変更）
令和4年6月29日　一部改正しました。（代表理事理事長の変更）
令和4年10月1日　一部改正しました。（介護報酬改定、ベースアップ支援加算追加）
令和5年　1月1日　一部改正しました。（管理者変更）
令和5年　4月1日　一部改正しました。（食費改定）
令和6年　6月1日　一部改正しました。（介護報酬改定）

令和6年10月1日　一部改正しました。（通所リハビリテーション利用時の注意事項の変更）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（同意書の追加）
